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エジプトにおける農村労働者の海外出稼ぎと  

労働市場の雇用吸収力＊   
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ThispapermadeatheoreticalandempiricalanalysisoftheEgyptianlabormlgration血■Om  

themid－1970stoclarifythefactorsinducedtheoutflowofagnculturalworkersanditse鮎ct  

On the capacity oflabor absorption of ruralsectorlItis assumedin thisanalysis that  

incentivesofthetemporarymlgrationheadingtotheoil－richcountriesarethemainfactorto  

explainthebehaviorofmigrants．Basedontheh・ameWOrkofHarris＝Tbdarotypeofexpected  

Wage hypothesis．the theoreticalmodelis extended to explain thelabor supply behavior of  

mlgrantS，andcoverstheeHectofthetemporarymlgrationtoabroadincludingsomefeatures  

Oflabor market of Egypt．EmplrlCal results suggest that the slgmificant factorinduced  

migrationなom1970to1995isthegrowingemploymentOppOrtunityintheoil－richcountries  
aswellasthedomesticnon－agrlCulturalsectorlTheprobabilityofemploymentisincreasedby  

the fallinlaborsupplyasaresultofoutflowoflaborandtheriseindemand duetocapital  

accumulation throughremittancein瓜ow The remittance，On the otherhand，has anadverse  

effectontheoutnowofagncultural1aborbyreducingtheincentivetomlgrate．Theincreaslng  

employmentprobabilityprovides stronglnCentivetoleave agriculturalsector；butresultsin  

unemploymentgrowth．This由．ctimpliesthatinternationalmlgrationwhichoriginal1yintended  

toreduce unemployment eventuallyacceleratedmigrationandexcesssupplyoflaborinnon－  

agriculturalsectonwhichissimilartotheworldcal1ed“Tbdaro’sParadox”・  

1．序論   

途上国の政策担当者にとって，農村部での労働過剰状態は潜在的な不安定要因にとどまるが，都  

市部で失業が顕在化するようになると，これは早期に村処すべき政策的課題となる。また，一国の  

都市化と債務累積の程度にははっきりとした因果関係が確認されており，途上国政府にとって都市  

住民の全般的な生活水準を維持するための財政的負担は大きい1。国内完全失業率の軽減と外貨の  

＊ 本稿は，日本国際経済学会第62回全国大会（2003年10月5日於京都大学）にて報告した論文を，一部加筆，   

修正したものである。なお，本稿は個人の見解であり，外務省ならびに在エジプト日本大便館の見解では  

ないことを予め断っておく。  

＊＊ 在エジプト日本大使館専門調査員＜e－mail：kenkashiwagi＠hotmai1．com＞  

1この因果関係は，WA．ルイスによって指摘された。膨張する都市を抱える国々が資金を積極的に借り受け  

る構造になっていることがその理由である。峯（1999：113－115）を参照されか、。   
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獲得を企図し，労働力の輸出を推進する途上国政府は少なくないが，海外出稼ぎ促進政策は都市化  

と農業・非農業部門間の労働移動の加速化をもたらすことがしぼしば見うけられる。   

本稿で分析対象とするエジプトも，国際収支の悪化による外貨獲得の必要性に対応して，1970年  

代半ばより国内労働過剰の改善をペルシャ湾岸や北アフリカの産油国への出稼ぎに求め，出稼ぎに  

よる外貨送金を観光収入，スエズ運河収入と並ぶ外貨獲得の重要な手段とした。海外出稼ぎは国内  

の労働過剰状態を軽減させる一方で，多額の外貨送金をもたらし，経済の門戸開放政策導入の効果  

もあってエジプト経済は急速に成長した。   

ところが，海外出稼ぎの影響で農業・非農業間の労働移動は加速化し，国内全体としての労働力  

の流動性は高まった。その結果，都市を中心に完全失業と低位雇用は増加し続けたが，労働移動は  

止むことはなかった2。ただし，海外出稼ぎが盛んに行われたものの，農村の雇用吸収力は比較的  

高く維持され，都市の人口の一極集中もそれほど悪化しなかった。完全失業と低位雇用が顕在化す  

る一方で，非農業部門への移動が継続するのはなぜだろうか。また，このように労働力の流動性が  

高まる一方で，農相の雇用吸収力が高く維持された要因は何であるのか。これら一見矛盾する2つ  

の問題を明らかにすることこそ本稿の目的に他ならない。   

以上のような問題意識に基づき，本稿では，産油国におけるエジプト人労働需要の増加を明示的  

に取り入れ，エジプトにおける海外出稼ぎと国内の労働移動の要因，そして出稼ぎが農村労働市場  

に及ぼした影響を分析する。具体的には，ハリス＝トダロー・モデル（HarrisandTbdaro，1970）  

を基本的枠組とし，海外への労働移動の影響を明示的に取り込んだTbdaroandMaruszko（1995）  

のモデルを応用し，実証分析を行う。   

以下，第2節で分析枠組について述べ，第3節でエジプトの労働移動の諸特徴と農村労働市場の  

雇用吸収力について分析する。特に，海外出稼ぎの外貨送金が雇用創出をもたらす点，産油国への  

直接移動の形態が都市への移動のインセンティブを低下させる点に注目している。Tbdaroand  

Maruszko（1995）の枠組を基に，労働移動の理論モデルと実証モデルを第4節にて展開し，農業  

部門の労働需要，労働供給関数，および労働移動関数の各モデルを推計するのが第5節である。   

このように海外出稼ぎの行動を明示的に分析した研究は，これまでに殆ど見られない。エジプト  

の労働移動についての研究では，先駆的にはGreenwood（1969）による移動要因の分析があるが，  

1970年代以降の産油国への出稼ぎの影響は勿論考慮されていない。これに対して，エジプトを含む  

アラブ諸国の国際労働移動を概観した研究にBirksandSinclair（1980），エジプト人の海外出稼ぎ  

形態を分析した研究にBirks，SinclairandSocknat（1983），Birksetal．（1983）があるが，ハリス  

＝トダローの枠組で分析されたものではない。   

本稿の分析では，1970年代以降のエジプトの労働移動は産油国にてエジプト人労働需要が急増し  

たことに起因し，産油国への直接出稼ぎが比較的容易であったこと，非農業部門の労働供給が出稼  

ぎ参加によって低下する一方で，外貨送金投資によって非農業部門の労働需要が増加したこと，こ  

れらの要因が農村労働者に大きな脱農のインセンティブを与えたことを指摘する。つまり，失業や  

2 Stiglitz（1988：96）によれば，この事実は途上国の労働市場で共通して観察される。   
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低位雇用状態に陥る可能性があっても，海外出稼ぎの直接・間接的影響は移動先での期待所得を増  

加させ，移動を加速化させるものであった。ただし，都市を経由せずに産油国に直接出かけること  

が可能であったために，都市の期待所得は移動の大きなインセンティブとはならなかった。加え  

て，送金投資が非農業のみならず農業の雇用増も誘発することで農村の雇用吸収力を高め，都市化  

を減速させる結果をもたらした。   

つまり，全体の失業率を引き下げるべく海外出稼ぎは奨励されたが，国内の移動は加速化し，か  

えって都市を中心に失業は増加した，すなわち「トダローの逆説」に類似する結果がもたらされが。  

その一方で，海外出稼ぎは農村の雇用吸収力を高め，都市化を減速させるよう機能する面もあっ  

た。このようにエジプトの海外出稼ぎについての2つの側面を明らかにしている点が，本稿の貢献  

であるといえよう。   

最終節では，分析を集約して考察する。  

2．分析枠組   

外国への労働移動を明示的に分析する’mdarOandMaruszko（1995）の枠組は，従来のハリス＝  

トダロー・モデル［Tbdaro（1969），HarrisandTbdaro（1970）］に海外への労働移動の影響を明示  

的に取り入れており，本稿の出発点となるべく多くの要件を備えている。ただし，労働者の供給行  

動を明示する分析ではない。また，よりエジプト労働移動の実態に即すると，農相労働者が海外出  

稼ぎに直接参加すること，出稼ぎの外貨送金投資によって都市のみならず農村で非農業雇用機会が  

増加することなど，同モデルで捉えられない諸特徴も勿論存在する4。したがって，従来の枠組を  

修正しつつ，海外出稼ぎ行動を組み込んだモデルを展開しようというのが，本稿のアプローチに他  

ならない。   

一方，労働移動の過程について，これまで検討されることが少なかった側面に，農村労働者が都  

市で雇用機会をサーチすること，移動の意思決定が将来を見越した行動であること，そして移動が  

選択性の側面を持つこと，の3つがあげられる。   

従来，労働移動は選択できる問題ではなく，希少な農地に対して相対的に過剰な労働力が都市に  

押し出されるものと想定されることが多かった（プッシュ要因としての労働移動）。ところが近年  

では，限界生産力ゼロの偽装失業者の存在が確認されることは少なく，伝統的農村社会の小農民で  

さえ経済的誘引に反応することが定説となっている。つまり，都市や非農業部門の労働需要増とい  

うプル要因に反応して移動が選択されると想定する方がむしろ現実を反映している。すなわち，農  

村労働者の移動の意思決定は都市や海外への移動も見越したものであり，生涯の期待効用を最大化  

3「トグローの逆説」とは，HarrisandTbdaro（1970）による農村と都市の2部門モデルの枠組において，都   
市の雇用増加率が引き上げられると，雇用される確率が上昇して都市への流人を促す結果，かえって都市   
の失業は増大するという現象である。取kagi（1984）を参照されたい。  

4 勿論，従来のハリス＝トダローtモデルにおける都市の制度的貸金決定と農村の完全競争的労働市場の仮   

定についても，エジプト労働市場の実態からすると，一般化したモデルの即時適用は留保する必要がある0   

ただし，これら諸仮定そのものは本稿の直接の分析対象ではないため，指摘するにとどめておく。   



104  

するように移動するという行動的促定をおくことが，本稿の分析の起点となるであろう。   

ただし，この仮定は先に述べた本稿における問題意識と一見矛盾する。すなわち，農村労働者は  

将来を見越して移動を選択しているのに，高水準の失業や低位雇用が存在する都市に移動するとい  

うことになる。また，農村で就業できるのにわざわざ脱農するということにもなる。本稿では，都  

市に失業が生じても，また農村に雇用機会があっても脱農するインセンティブは高いものと考えて  

いる。それでは，そのインセンティブは一体何であるのか。   

まず，産油国で高い所得が得られる期待がある。例えば，建設労働者であれば出稼ぎに参加する  

ことで約10倍もの月収が得られ（酒井，1986：190），出稼ぎ参加は極めて魅力的なものであった。  

ただし，海外出稼ぎ機会は農相と都市の労働者の両者に開かれているため，農村労働者に限られた  

インセンティブではない。農業・非農業部門間の労働移動が継続していることは，また別のインセ  

ンティブが機能していることを示唆する。   

農相労働者が長期の移住や短期の海外出稼ぎに行く際には，まず，都市インフォーマル部門に流  

入し，行き先についての情報を収集することが考えられる5。つまり，海外への移動を潜在的に企  

図するのであれば，都市流入のインセンティブは十分存在する6。しかし途上国において，農村労  

働者が地方から直接海外出稼ぎに参加することは今日珍しいことではない。都市を経ずに一足飛び  

に海外に行ける面を考慮すると，事前に都市に流入することを意図する労働者がどれほど存在する  

かは疑問である7。   

このように考えると，海外に直接出かける形態が見られるエジプトのような国では，潜在的移動  

労働者に移動の大きなインセンティブを与えるのは，都市や非農業部門で雇用確率が上昇する期待  

に求められよう。海外出稼ぎの影響がある場合，次に述べる2つの要図によって雇用確率は動態的  

に変動する。   

第一は，都市在住の労働者が海外出稼ぎに参加すれば，農村労働者が抱く都市での雇用確率が上  

昇することである。海外出稼ぎ機会は何も農村労働者のみに限られたものではなく，都市労働者に  

も当然開かれている。出稼ぎ先の雇用機会の情報，リクルーターやコントラクターとの接触，交通  

機関の便などを考慮すると，都市労働者にとって移動に伴う費用は農相のそれよりも低く，海外で  

の雇用確率は高い。   

第二に，海外出稼ぎによる外貨送金も非農業部門の雇用増を誘発し，結果的に農村労働者が抱く  

雇用確率を上昇させる。送金収入は家計の所得を増加させ，生産活動の投資資金を賄うためにも配  

5 ニれは海外での雇用をサーチするために都市に流人するインセンティプである。海外出稼ぎのリクルー   

ターやコントラクターとの接触を考えれば，都市に移住する方が情報は得やすい。また，農業以外で働い   

た経験は熟練技術を身につけるとはいわないまでも，出稼ぎ参加に際し職業選択の幅を広げ，雇用確率を   

高めるものと推測できる。  

6 TbdaroandMaruszko（1995）はこの点を考慮し，国際労働移動については農村から郡市へ，そして郡市か   

ら海外へという経路を想定している。このような段階的移動を重視すれば，労働力輸出の奨励によって全   

体の失業率を引き下げようとすると都市化率と都市失業は増加してしまう，といった事実を説明できるか  

もしれない。  

7 むしろ，農村労働者は都市での就業機会を求めて当面インフォーマル部門に流入するが，その嵐海外出   

稼ぎの機会があればそれに参加するといった事後的な選択をしていると考える方が妥当であろう。   
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分される。つまり，出稼ぎ外貨送金は総需要を喚起するだけでなく，雇用創出にも効果がある。   

以上のようなメカニズムによって，海外出稼ぎの直接・間接的影響は非農業部門の雇用確率の上  

昇をもたらし，脱農を誘発する。ただし，都市を経ずに海外出稼ぎが可能であり，その期待所得が  

高く費用が低い場合は，都市への移動のインセンティブは相対的に低下するものと推測できる。ま  

た，農村・海外間の労働者の行き来が盛んであれば，都市を経由する必要性はなく，送金投資とそ  

れによる雇用増も農相内で進む可能性が高い。つまり，海外出稼ぎの影響は農相労働市場の雇用吸  

収力を増加させ，都市化を減速させる側面もある。   

このような海外出稼ぎの2つの側面が本稿で実証されるべきメカニズムである。   

特に後者のメカニズムは，都市化を減速させるには，海外直接出稼ぎを促進することが有効な政  

策となりうることを示唆するものである。このように過剰都市化の継続的な悪化を招かなかったエ  

ジプトの経験は，農相の生活水準の大幅な低下を経験したサブサハラアフリカ諸国や政権が権威主  

義あるいは軍事体制にとって代わられたラテンアメリカの経験とも異なる。また，都市住民の全般  

的な生活水準の維持という財政的な負担から軽減された点でも重要な政策的含意を持っている。   

次節では，エジプトにおける労働移動と農相労働市場の雇用吸収力について基本的事実を概観す  

る。  

3．いくつかの基本的事実  

3．1．エジプトにおける労働移動の諸特徴   

社会主義的経済体制を堅持してきた中東諸国の中でもエジプトは，1974年以降「門戸開放政策」  

を導入し，市場メカニズムを重視する経済体制に移行した。この自由化への政策転換は，国内外の  

民間資本の導入，為替管理や銀行業務の規制援和，村外貿易の拡大など市場を積極的に開放するも  

のであった。   

また，1973年に第一次石油危機，引き続き1980年に第二次石油危機が起こると，ペルシャ湾岸や  

北アフリカの産油国でエジプト人の労働需要が急増した。この需要増は，中東最大の労働輸出国で  

あるエジプトに国内過剰労働者の出稼ぎと外貨獲得のための重要な機会をもたらした。このような  

経済の開放と石油危機を起因とする出稼ぎ労働者の急増は，1970年代後半から80年代前半にかけて  

エジプトに目覚しい経済成長を誘発し，労働者の行動と労働市場の構造に動態変化をもたらすもの  

であった。   

エジプトの農相に大量の偽装失業者が存在するとしたのは，WA．ルイス（WA．Lewis，1954）で  

あったが，それは海外出稼ぎが盛んになる20年ほど前のことであったと思われる。1950年代半ばに  

は，労働流出によって農業の実質賃金率は上昇し始めており（Rkhards，1982：227－230），農村の  

余剰労働力は徐々に減少していった。加えて，二度にわたる石油危機によって200万人近くものエ  

ジプト人労働者が海外出稼ぎに参加すると，国内の労働移動は加速化していった。   

このようにして表1に示すとおり，農村労働者が都市や産油国に大量に流出するに伴い，1965年  

には4倍もあった非農業・農業部門間の実質賃金格差は85年には2倍ほどに縮小した。工業の実質   



106  

賃金率は増減してはいるものの大きく低下することはなかったが，建設・サービス業の実質賃金率  

は低下する傾向にあった。つまり，農業部門から流出した労働力を吸収しているのは主に建設・  

サービス業であり，工業賃金は下方硬直的であるために雇用吸収力が限定されているといえよう8。   

その一方で，農業実質賃金率は上昇し，農村の過剰労働状態は多分に解消された。しかし，都市  

や非農業部門で失業と低位雇用が顕在化していることは，現在エジプトが直面する大きな課題と  

なっている9。また，非農業・農業間の就業者比率の上昇は，労働移動が継続的に進んでいること  

を示しているが，農工間賃金格差は依然として根強く存在する（表1）。  

表1農業部門および非農業部門における実質賃金率，賃金格差および就業者比率の推移  

農業実質  工業実質  建設・サービス業  非農業・農業間賃金格差  非農業・農業間  

賃金率（耽）賃金率（耶） 実質賃金率川㌔）   I桝／I鶴  肌／耽   就業者比率   

1965年   103．1  422．1  409．9   4．1  4．0   0．9   

1967年   108．5  385．8  380．1   3．6  3．5   1．0   

1969年   104．4  381．7  336．6   3．7  3．2   1．0   

1971年   97．4  390．0  338．3   4．0  3．5   1．1   

1973年   95．4  401．0  343．3   4．2  3．6   1．1   

1975年   131．1  433．7  355．0   3．3  2．7   1．3   

1977年   117．7  393．1  322．1   3．3  2．7   1．4   

1979年   117．6  388，2  302．4   3．3  2．6   1．5   

1981年   103．9  507．2  338．9   4．9  3．3   1．7   

1983年   84．2  545．9  292．9   6．5  3．5   1．9   

1985年   197．9  427．2  427．3   2．2  2．2   1．7   

1987年   160．1  502．2  371．8   3．1  2．3   1．8   

1989年   118．3  465．8  320．2   3．9  2．7   1．9   

1991年   116．7  419．8  257．0   3．6  2．2   2．0   

1993年   124．6  403．9  160．8   3．2  1．3   2．0   

1995年   134．4  412．2  156．0   3．1  1．2   2．1   

（注） 賃金率は年給の名目値（単位：エジプト・ポンド）を実質化した値である。  

農業の名目賃金率は農村のCPI（1977＝1）で実質化した。  

工業，建設・サービス業の名目賃金率は都市のCPI（1977＝1）で実質化した。  

工業は，製造業，採石業，電気・ガス・水道業，運輸・通信業および貿易・金融・保険業である。  

建設・サービス業は，建設業，村個人・社会サービス業およびレストラン・ホテル業である。  

非農業・農業間就業者比率は，農業就業者に対する工業，建設・サービス業就業者の比率を示す。  

（出所）エジプト中央統計動員局『統計年鑑1952－1974年』，1975年10月，カイロ，『統計年鑑1952－1979年』，  

1980年6月，カイロ，『統計年鑑1952－1990年』，1991年6月，カイロ，町統計年鑑1952－1992年』，  

1993年6月，カイロ，『統計年鑑1952－1997年』，1998年6月，カイロより作成。  

8 このように工業の実質賃金率が下方硬直的であるのは，エジプト政府による最低賃金率の規定や賃金補償   

政策などの制度的影響によるものと考えられる。Assaad（1997：91）は，エジプトの政府・公共部門では   

「賃金補償政策」が実施されており，学歴と勤続経験年数によって給与水準が決定されていることを指摘し   

ている。また，物価上昇に応じて最低賃金率が底上げされ，生活費も追加的に支給される。Sb打ー（1980：   

3－4，32－38）によれば，エジプトでは政府・公共部門で適用されている制度的最低賃金率，生活費支給制   

度，貸金補償政策などの様々な賃金政策が，民間フォーマル部門にも適用されている。   
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以上素描したように，郡市の工業部門には下方硬直的な賃金が存在し，低賃金の農業部門から労  

働移動が誘発される一方で，都市の低位雇用が顕在化する。これはハリス＝トダロー・モデルで想  

定する世界に他ならない。ただし，以下に示すとおり従来の枠組では捉えられない諸特徴も勿論存  

在する。   

第一は，先にも述べたようにペルシャ湾岸や北アフリカの産油国への出稼ぎが盛んであることで  

ある。1973年10月に第一次石油危機が起こると産油国に膨大な石油収入が生じ，インフラ建設・整  

備の大規模な開発計画が実施されたが，産油国政府は急増する国内の労働需要を外国人で満たそう  

とした。こうして1960年代半ば以前は10万人前後に過ぎなかったエジプトの出稼ぎ労働者数は，  

1975年に39万7500人に急増した（BirksandSinclair，1980：43－45，134－135）。更に，1979年のイ  

ラン革命を発端として第二次石油危機が起こると，エジプト人労働需要はピークに達した。1980年  

には80万3000人と第二次石油危機前の2倍以上にまで増加した出稼ぎ労働者数は，1983年には188  

万2000人にのぼった（BirksetaL，1983：113－115）。エジプト人の海外出稼ぎの急増は，石油価格  

の高騰を起因とする産油国での労働需要の発生に反応したものであった10。   

第二の特徴は，海外出稼ぎが多額の外貨送金をもたらすことである。しかも外貨送金は所得上昇  

によって総需要を喚起し，雇用創出にも効果がある。1973年の外貨送金額は1．2億ドルであり，こ  

の時点ではGDPの1．4％に過ぎなかったが，ピーク時の1981年に外貨送金額は21．8億ドル，GDPの  

9．2％にのほった。その後，石油価格が底値となった1987年に外貨送金の対GDP比率は5．0％と低  

下したものの，その額は30億ドルにものぼり，石油収入，スエズ運河収入および観光収入を合わせ  

た総額に匹敵した（WorldBank，1995：258－259）。   

多額の外貨送金は，家計の収入増をもたらし，消費増のみならず，住宅の建設・購入の増加に  

よって建設ブームを引き起こした（Richards，1994：249－254）。住宅建設需要を反映して，電気・  

ガス・水道業，社会サービス業等にも需要が派生した。その一方で，多額の外貨送金は非農業部門  

の投資資金として賄われ，雇用を創出した。Richards（1991：78－79）の推計によれば，1976年か  

ら86年に外貨送金が建設業，製造業，金融業および運輸業に投資され，農村に1127千人の非農業雇  

用が創出された。また，出稼ぎで稼いだ外貨は主に住宅建設，耐久消費財購入等の消費に向けられ  

たが，タクシー業，小商店の開発資金，家畜購入，農地購入等への生産的投資も行われた（長沢，  

1992：107－109）。石油価格低迷後の1988年から98年の10年間にかけても，非農業部門の就業者は  

9 Rrgany（1991：44－45）の報告によれば，1976年には9．5％であった都市の失業率は86年には15■8％に上昇   
した。これらは農閑期に調査された人口センサスのデータである。1960年の人口センサスは農繁期に調査   
されたが，都市失業率は4．3％である。農業労働需要の季節性を考慮しても，都市失業率が上昇し続けてい   
ることは事実である。エジプトの都市部の失業と低位雇用については，Abdel－Fhdil（1980），Hansen   

（1991a）を参照されたい。  

101970年代以降の出稼ぎ労働者の構成について述べておく。従来，技術者や教師等の専門家が政府経由で派   
遣されることが多かったが，石油危機以降は教育水準の低い労働者や未熟練労働者にその主体が移行して   
いった。Rrgany（1991：40－42）によれば，1985年における出稼ぎ労働者の構成は初等教育およびそれ以   
下の低学歴層が56％を占めるのに対し，大学およびそれ以上の高学歴層は13％に過ぎない。また産業部門   
でいえば，農業部門と建設部門の労働者が出稼ぎ労働需要増に最も敏感に反応した。同年において出稼ぎ   
労働者の42％が農業から，11％が建設業からであり，出稼ぎに参加する以前の職業は農業が41％，生産・   
輸送機関が31％であった。   
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1774千人も増加した。その平均成長年率は4．1％と極めて高く，中でも，貿易業，サービス業，建  

設業での雇用創出効果が大きい11。   

このように農村内部にも非農業雇用機会が創出されたことは，農村労働者の出稼ぎが盛んであっ  

たことと整合的である。つまり第三の特徴としては，農村労働者が都市を経由せずに直接産油国へ  

出かけることが挙げられる。事実，エジプトでは多くの農村労働者が直接出稼ぎに参加する。この  

形態の出稼ぎを支えているのは，農村の仲介業者，出稼ぎ経験者，出稼ぎの代理店業，出稼ぎ先で  

のスポンサー等の農村と出稼ぎ先を繋ぐインフォーマル・ネットワークの存在である。   

インフォーマル・ネットワークの担い手は，かつてムカーウイル・アンファール（抑呵肌は  

α痢γ）と呼ばれた労働請負人であった。彼らは近隣の村落での運河の整備や道路の建設等の土木  

建設事業に土地なし農民を臨時に雇い入れており，国境の行き来が容易になると，リビアやサウジ  

アラビアでの建設作業にエジプトの農相労働者を仲介するようになった。今日農村労働者の産油国  

への出稼ぎは，農村の仲介業者，産油国での起業に成功した同村出身者，出稼ぎ経験者等を通して  

行われることが殆どである12。   

また，Hopkins（1988：138）は，サウジアラビアへの出稼ぎを例に，出稼ぎ先に滞在中の身元  

保証人となるスポンサーの存在を指摘している。彼らはエジプトのリクルーターと協力関係にあ  

り，リクルーターが出稼ぎ労働者を連れてくるのを待つ。農村と出稼ぎ先を繋ぐノクルーターやス  

ポンサーの存在は，出稼ぎの費用を低くし，農相労働者の直接出稼ぎを容易にした。   

以上列挙したエジプトの労働移動における3つの特徴は，いずれも農相労働者の脱農を加速化す  

る要因に分類される。ただし，第二と第三の特徴については，農村労働市場の雇用吸収力を維持  

し，回復させる側面もあった。第四の特徴はしたがって，農村労働市場の賃金と雇用の変動が産油  

国への出稼ぎと密接に連動していることである。この特徴については，以下農村労働市場の雇用吸  

収力から分析する。  

3．2．エジプト農村労働市場の雇用吸収力   

農村からの急激な労働流出は，農村の過剰人口を減少させ，都市化の悪化をまねき，ひいては農  

業生産の減退や費用のかかる機械化につながることが多い。しかしエジプトでは，海外出稼ぎが盛  

11データの出所は，1988年10月に実施された労働力標本調査（拗Jエα玩げ凡Ⅳg5α〝ゆJβ5削り）と，1998年   

11月から12月にかけて実施された労働市場調査（拗fエαあ0フ′肋沌β才S〟和り）である。前者は農繁期に後者  

は農閑期に調査されたので，1998年のデータの農業就業者数は過小評価されている可能性がある。Assaad，   

R．，Co〝ゆari将拗tLaborPb7Te Sa〝ゆIe Survqyl謝and拗tLaborMwketSurv町19M，Vbl．I，Cairo：   
TheEconomicResearchFbrumfortheArabCountries，Iranand恥rkey；pp．19－20．October；2000を参照され  
たい。  

12 海外出稼ぎに際し，パスポートとビザの取得から雇用契約まで，出稼ぎに必要な一切の手続きは仲介業者  

を通して行われる。また，出稼ぎ先での宿泊施設の用意，必要であれば資金の貸付けをするサービスもあ   

る。産油国に出稼ぎに行き，そのまま留まって小工場や建設工場を起こした企業家が，事業を拡大する際  

に自分の出身の付から労働者をリクルートすることもある。彼らは，農村の仲介業者と同じく，出稼ぎ労   

働者に必要なパスポート・ビザの取得と雇用契約のすべてを担う。更に，出稼ぎからの帰国者は，出稼ぎ  

に必要な情報を他の労働者に提供する。出稼ぎ経験者が出稼ぎを主目的とする旅行代理店業を起こした例  

もある。El－Messiri（1983：81），Nada（1991：2卜22）を参照されたい。   
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んになるにつれて労働の流動性は高まったものの，都市化そのものはそれほど悪化せず，農業生産  

の大きな減退も生産技術の広範な機械化もまねかなかった。   

まず，都市人口比率は1960年から76年にかけて，38．2％から43．8％に上昇した。また，その平均  

増加年率を見ると，3％前後と全人口の増加率よりも高く，農村人口増加率はその半分ほどであ  

る。これらのことは，農村から都市への人口移動が進んだことを示している13。   

ところが，これまで高水準を維持してきた都市人口増加率は1976年から86年にかけて2．8％に低  

下し，農村および全体の人口増加率とほぼ同水準になった。更に，その後1996年にかけて都市人口  

増加寧は1．9％に低下したのに対し，農村人口の増加率は都市のそれをわずかに上回った14。その  

結果，1986年には44．0％にまで上昇した都市人口比率は，96年には43．0％に留まった。これらの数  

値を見る限り，1976年から86年の10年間にかけて都市と農村の人口増加率はほぼ均衡し，都市化率  

はほぼ上限に達しており，20世紀初頭から続く都市化は終息しつつあるように思われる。   

農村・都市間の人口移動は一方で，産油国への出稼ぎと密接に結びついている。都市人口が上限に  

達した1976年から86年は出稼ぎが最も盛んであった。これに対して，1986年から96年の10年間には，  

石油価格の低迷に加えて湾岸戦争の影響もあり，出稼ぎは以前ほど盛んでなくなった。つまり，出稼  

ぎ労働者が激増した期間に都市人口比率が最大になり，彼らが大量に帰還した時期に都市と農村の人  

口増加率は逆転した。すなわち，産油国での雇用増が間接的に農相から都市への人口移動を誘発して  

おり，逆に出稼ぎ労働者の帰還は都市から農村への人口の還流を促していることが示唆される。   

このように都市化率が40％台で終息しつつあることからすると，農村労働市場の雇用吸収力は高  

いといえよう。また，農村からの人「lの流出入が産油国への出稼ぎと連動している点は，労働市場  

における雇用と賃金が伸縮的であることを示唆させる。それゆえに，都市人口の一極集中も悪化し  

なかった。それは以下に述べる理由による。   

第一は，先に言及した農相のインフォーマル・ネットワークを利用すれば，都市を経ずとも産油  

国への移動が可能であったことである。工業部門の実質賃金率は農業のそれよりも高く，労働移動  

が進んでも両者の格差は2倍以下に収縮することはなかった（表1）。つまり，都市への移動のイ  

ンセンティブは常に存在した。しかし，産油国での雇用機会が石油価格低迷後も比較的安定的に提  

供され続け，エジプト政府による出稼ぎ奨励政策の効果もあって，海外出稼ぎのインセンティブも  

大きかった。また，都市を経由しないので，そこに流入し，海外出稼ぎの機会をうかがうインセン  

ティブも低下した。   

第二は，送金投資によって農村の非農業雇用機会が増加したことに求められよう。先に述べたよ  

13 データの出所は，エジプト中央紙計動員局『統計年鑑1992…1997年』，1998年6月である。1960年と66年  

の調査は農繁期に76年以降は農閑期に実施された。調査時期の相違から1966年から76年における農相人口   

の増加率は過小評価，都市人口の増加率ほ過大評価されている可能性があるが，郡市人口の増加率が農相  

のよりも高いという趨勢は変わらないものと考えられる。  

14 店田（1999，朗－83）は，1976年以降農村部を含むエジプト全土が国境を越える人口移動の軸線上に組み   
込まれることにより，都市化と人口移動の構造変動が起きているとしている。特に，県内，地方内での移   

動量の急増と移動率の上昇が示すように，1976年から86年にかけてエジプト社会全体が激しく流動化する   

状態に入ったとする一方で，これまで上昇し続けてきた都市化の進行が，1976年以降の人口センサスを見  

る限り，穏やかなものになったことに着目している。   
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うに，石油危機期の外貨送金は農村に百万人以上の雇用を創出したと推計される。石油価格低迷後  

も産油国への出稼ぎ機会が石油危機期ほどではないにしても比較的安定的に提倶され続け，農村の  

非農業雇用機会は増加し続けた。また，送金投資による雇用創出は農村の雇用吸収力を高めた。   

一方，農業の生産構造も労働賦存の変動に応じた展開を見せている。つまり，農業労働市場にお  

いて賃金と雇用は伸縮的である。表2には，農業の実質賃金率，就業者数および要素投入の平均成  

長年率を示している。   

まず，実質賃金率は1970年代半ばから高騰したが，石油価格が低迷し，大量の農相労働者が帰国  

した80年代後半には減少した。ただし1990年の湾岸戟争後，出稼ぎが回復した90年代には再び上昇  

している。これに対して就業者数は，出稼ぎが急増した70年代半ばに向けてその増加速度が次第に  

低下していき，80年代後半にはマイナス成長になった。海外出稼ぎが再び増加した90年代になると  

その増加率は高まった。   

このような農業部門の賃金と雇用の変動も，産油国への出稼ぎとの関係で説明できよう。1970年  

代半ばから80年代前半にかけては多くの農業労働者が出稼ぎに行ったために労働力は希少となり，  

労賃は上昇した。また，同期間中には農業投入財に補助金が供与されており，安価で捷倶されてい  

たために，生産技術は比較的に労働節約的展開を見せた。ところが，80年代半ばには石油価格の低  

迷に伴って帰国する労働者が増え，今度は労働力が相対的に過剰になり，労賃は低下した15。90年代  

になると出稼ぎ先の雇用機会が比較的安定して提供されるようになり，かねてからの出稼ぎ奨励政  

策の効果もあって，国内総労働力人口のユ0％前後に出稼ぎ参加者数は回復し，労賃は再び増加し始  

めている。   

石油価格の低迷に伴い産油国から多くの労働者が帰還した1980年代半ばには，農業の労働集約的  

性向は回復を見せている。これは出稼ぎに参加した農業労働者が農業部門に再吸収されたことを示  

している。その理由も以下のように農業の生産構造から説明できる。   

エジプト政府は従来の経済政策の見直しを基に，1980年代後半から農業への投資を拡大する姿勢  

を示している16。農業投資は，主として農地の新規開墾，それに伴う潅漑設備の整備，そして農業  

機械を含む投入財の購入というかたちで実現された。また，出稼ぎによる外貨送金も農業の資本投  

資に貢献した。農地の新規開拓は特に1990年代に入ると農業・農地開墾省によって積極的に推進さ  

れた17。1960年代から長期的視野に立つと，農業就業者一人当たりの農地面積は減少しているが，  

農地労働比率が著しく悪化しているとはいえず，80年代半ば以降は改善している（表2）。農地面  

15 ユ980年代前半の労働が相対的に希少になった時期にも農業就業者は増加しつづけた。これは，女性労働力   

が横極的に農業労働市場に参入するようになったからであろう。F色唱弧y（1991：56）によると，農相にお  

ける女性の労働参加率は，1976年から1986年にかけて3．51％から5．81％に上昇した。いずれも農閑期に調   

査された結果であるので，農繁期にはこれらの億よりも高い参加率が得られるものと推測できる。  

16 従来の経済政策の見直しを基に立案された経済社会開発五カ年計画（1982／83年、1986／87年）では，主   

幹産業を中心とする生産部門の育成を企図する政策が重視され，食糧自給の達成，基幹産業の生産性の向   

上 健全な輸出産業の育成が政策目標とされた。特に，ムパーラク大統領は，生産部門への民間投資の拡   

大と民間輸出の拡大を目指し，国内消費や輸出需要にも応えられる食料品の生産を政策目標として掲げ，   

農業部門育成を重視する姿勢を示した。また，新経済社会開発五カ年計画（1987／88年～1991／92年）で   

は，農産物を含む生活基礎物資の自給率の向上を図ることが目標とされ，農業へ投資が重点配分された。   
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積の拡張は，開拓事業そのものだけでなく，潅漑設備の整備でも労働需要を派生し，作物生産に要  

する労働需要を高める点でも雇用創出に重要であった。   

資本投資の拡充に伴い農業の機械化は進展したが，生産過程における広範な機械化は起こらな  

かった。ただし，農業機械のうち，トラクター，コンバイン，脱穀機，揚水ポンプ等が急速に普及  

したために，耕起，潅漑，土地ならし・畝立ておよび脱穀の機械化は進んだ。その背景には，1980  

年代前半は補助金供与と併せて，産油国への出稼ぎによって農業労働力が不足することもあり，農  

業機械化の要求は高まったことがある。  

表2 農業部門における実質賃金率，就業者数および要素投入の平均成長年率の推移  

要素投入  

実質賃金率  就業者数  農業機械使用  肥料投入量  農地面積  

（日給）  （千人）   台数（台／人）（千トン／ha）  （ha／人）   

1965－70年   －2．40  1．53  1．97  0．46  －0．28   

1970－75年   4．79  0．82  3．35  5．09  －0．95   

1975－80年   9．36  －0．12  9．87  5．73  －2．77   

1980－85年   10．73  0．93  6．05  4．34  －0．51   

1985－90年   －13．49  0．41  1．47  1．81  0．77   

1990－95年   2．52  1．13  7．52  2．10  3．17   

（往）農業機械使用台数の平均成長年率は，農業就業者一人あたりの台数（収穫・脱穀機およびトラクターの合  

計）の成長率を示す。  

肥料投入量の平均成長年率は，窒素肥札リン酸肥料，カリウム肥料の合計であり，ha当たりの投入量   

（千トン）の成長率を示す。  

農地面積の平均成長年率は，農業就業者一人当たりの面積（ha）の成長率を示す。  

（出所）NationalBankofEgypt，BankqfEkyPtEconomicBulletin，1969，  

NationalBankofEgypt，Bankqf鞄炒tEconomicBulletin，1975，  

NationalBankofEgypt，Bankqf拗tEconomicBulletin，1982，  

NationalBankofEgypt，BankqfEbQtEconomicBulletin1993，  

NationalBankofEgypt，Bankqf拗tEconomicBulletin，1998，  

InternationalLabourOfhce，旅arbookげLabourSiatistics，1995，Geneva‥1LO，  

エジプト中央統計動員局『統計年鑑1952－1990年』，1991年6月，カイロ，『統計年鑑1952－1992年皿  

1993年6月，「統計年鑑1952－1997年」，1998年6月，カイロ，  

FAOSTAT Database＜http：〟wwwfao．org＞（FAOSTAT Database Colletion扉Means of Production，  

Agriculturen）opulation仏nnualTimeSeries，Agriculture几and几anduse），  

Richards（1991：71）より作成。  

17 経済社会開発五カ年計画でも農地開墾の具体的数値目標が26万7200haとされた。1971／72年から91／92年に   

おける開墾面積は平均して毎年23．5千haであるが，1992／93年以降はその2倍から3倍の速度で開墾が進ん   

だ。とりわけ，1992／93年から95／96年にかけて農地の新規開墾が集中的に行われ，合計234・7千haの農地が   

開墾された。長沢（1984：19－20），エジプト中央統計動員局『統計年鑑1993－2000年』，2001年6月を参  

照されたい。   
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一方，除草，農地外への輸送，施肥等の中間作業や収穫の機械化は遅れており，穀物の収種，二  

次耕起，間作等の中間作業やふるい分け，選別，農薬管理，野菜・果樹・綿花の収穫等の作業は機  

械化されておらず，依然として辛労働で行われている（Richards，1991：76）。従って，農地の開  

墾や作付面積の拡大は労働需要の増加を当然もたらすものであった。表2で見られるように農業機  

械使用台数は急増しているが，労働を急速に代替しているとはいえず，生産性向上のためには一層  

の機械化が必要に思われる。   

一方，1980年代後半から90年代前半にかけて，農業機械，燃料等の投入財に対する補助金が廃止  

されたために，投入要素の価格は上昇した。つまり，機械化に伴う費用が増加し，広範な機械化を  

進めるインセンティブは減少した。加えて，価格統制の廃止や作付け統制の緩和によって高収量品  

種（HYVs）が普及し始めている。高収量品種に代表される新品種は，十分な潅漑施設の設備，水  

供給，施肥，農薬散布等の管理作業を必要とするものであり，労働集約的性向を持つといわれてい  

る。表2で見られるように肥料投入も継続的に増加しているが，高収量品種の普及もあって，農業  

生産の労働集約的性向は維持されたといえよう。  

4．労働移動モデル   

本節では，エジプト人労働者の移動行動を説明するために，海外への出稼ぎを明示的に取り込ん  

だモデルを構築し，実証分析を行う枠組を展開する。以下展開するモデルは，Tbdaroand  

Maruszko（1995）の枠組を基に，エジプト人労働者の移動の要因を効用水準の格差に求め，海外  

出稼ぎが農相労働市場に及ぼす影響を労働需要および供給側衝から分析しようとするものであるほ。  

4．1．農村（都市）労働者の移動パターンと効用水準   

農村（郡市）労働者には，農相（都市）に留まり農業部門（非農業部門）で働き続けるか，ある  

いは都市と海外を含めた農村外（海外）に移動し非農業部門で働くという選択があるとする。農村  

労働者が海外に移動する際には，都市に移動し，インフォーマル部門やフォーマル部門で就業した  

後に海外出稼ぎに行く行動と，直接出稼ぎに行く行動の2つがあるものとする。このような農村  

（都市）労働者の移動パターンは，図1のように表すことができる。なお，簡単化のために，農村  

の非農業部門ならびに都市と海外の農業部門の存在は省略する。   

代表的労働者は，与えられた予算制約の下で，移動を選択することによって生涯の効閉を最大化  

するものとする。当該労働者は，農相で農業に従事した時の消費水準C。，都市で非農業に従事し  

た時の消費水準C勅 更に海外に出稼ぎに行った時の消費水準qから，効用をそれぞれ払（Cα），  

抗，．（C椚），坊（¢）として得るものとする。これらの効用関数は，2回連続微分可能，限界効用が正  

18 TbdaroarldMaruszko（1995）は，都市に失業が広範に存在するのに農村からの労働移動が続く要因を次の  

2つに求めている。まず，海外での雇用が増加するとそこでの期待所得が高くなるので，農相労働者が海   

外での雇用機会を都市で待つために流入する。一方，都市労働者が海外に移動すると都市に就業機会が新  

たに生じるので，農相労働者が都市に流入する。   
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農 村  都 市  海 外   

都市もしくは海外の  （都市インフォーマル部門）  

非農業部門での就業  海外で就業機会を得た   

を望む農相労働者  都市インフォーマルの  

部門の労働者  

（都市フォーマル部門）  

海外で就業機会を得た フォ 
都市ーマル部門の  

労働者  

海外への直接出稼ぎ  

を望む農相労働者  

国1 農村（都市）労働者の移動パターン  

かつ逓減する凹関数であり，払（0）＝抗ヱ（0）＝け（0）＝0とする。   

農相労働者は，農相で消費するよりも都市で消費することに強い選好を持つ一方で，海外で消費  

するよりも国内で消費することに強い選好を持つものとする。すなわち，  

（1）  U’m（C）＞UL（C）かつUン（C）＜UL（C），∀C   

ただし，仇（C）は農相労働者が農村に屈まる場合の消費の限界効用を，打’，”（C）は都市に移動す  

る場合の消費の限界効用を，町（C）は海外に移動する場合の消費の限界効用を示す。   

これに対して都市労働者は，海外で消費するよりも都市で消費することに強い選好を持つものと  

する。  

（2）   ぴン（C）くび1〃（C），VC  

簡単化のために，移動による晴好の変化および主観的割引率は捨象し，利子率はゼロと仮定す  

る。移動する前の各セクターはf，移動後の各セクターはブで表し，効用巧は時間に関して加法的  

分離可能（timeadditiveseparable）であるとする。生涯働く期間をN年間とし，そのうちTZL年間  

（0＜rl，≦Ⅳ）を農業（都市の非農業）に従事すれば，農業外（海外）で働くのはT～年間（Tfl＋  

rl・＝Ⅳ）となる。当該労働者の生涯に渡る効用巧は，次のように表すことができる19。  

（3）   折＝T7∫抗（C）＋丁腸（G）．  

農村労働者はr〟α年間（0＜rα。≦Ⅳ）農業に従事した後に，r㌦年間（0≦丁〟椚＜〟）都市で非  

農業に，Tl年間（0≦丁㌢＜州海外で非農業に従事するものとする。この場合，当該労働者の効  

19 ここで展開する労働移動モデルは，Hill（1987），Ⅰ蜘匝andMelbotune（1988）およびMesnard（2004）を   
参考にしている。   
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用Ⅴα机／はT〟〟払（G）＋rα捌扶”（C刑）十T㌢坊（¢）と表すことができる（Tα。＋丁α別＋T㌢＝Ⅳ）。ただ  

し，この効用は行動の選択によっては以下のように収束する。   

すなわち，農相労働者が生涯農相に留まる場合には，その効用Ⅴααは丁αα払（G）となる（丁αα＝  

Ⅳ，T㌦＝T㌢＝0）。一方，都市に移動するが海外出稼ぎには参加しない場合の効用Ⅴβ刑は，  

Tα。抗（G）＋Tα研こん（㌫）となる（丁〃。＋Tα桝＝Ⅳ，丁㌢＝0）。他方，都市を経由せずに一足飛びに  

海外に出向く場合にその効用Ⅴシは，丁㌔抗（G）＋丁㌢坊（¢）と表せる（rβ。＋丁シ＝〃，Tβ椚＝0）。   

これに対して都市労働者は，丁川Ⅲ年間（0＜丁別研≦Ⅳ）非農業に従事し，r〝ン年間（0≦丁〝ン＜  

Ⅳ）海外出稼ぎに参加するものとする。すなわち，この都市労働者が都市に留まる場合の効用  

y，，J椚はr用，，‡こん（C搾）である（丁椚川＝Ⅳ，丁”ン＝0）。また，海外出稼ぎに出向く場合の効用lりは  

r川明弘，（C川）＋丁，∫ンり（¢）となる（丁研削＋丁”ン＝Ⅳ）。   

以上のように農村・都市労働者の海外出稼ぎを明示的にモデルに組み込むことによって，都市労  

働市場の動態的な側面を説明できる。   

まず，農村労働者は都市に移動するとそこでの雇用確率に面するが，都市労働者が出稼ぎに参加  

すれば都市の雇用確率は相対的に上昇する。つまり，都市労働者の海外出稼ぎは農村労働者の流人  

を誘発する。これに対して，都市での雇用確率が低くても，海外での高い効用は十分な移動のイン  

センティブとなりうる。高水準の失業や低位雇用が都市で広範に存在しても，海外での効用が高け  

れば農村労働者の都市への流入は止まることはない。一方，農相労働者が海外に直接移動する行動  

もこのモデルは想定しており，都市で一定期間就業した後に海外に出稼ぎに行くよりも，一足飛び  

に海外を目指した方が効用は高いと判断した場合に，この行動が選択される。  

4．2．農村（都市）労働者の移動の意思決定と労働供給行動   

当該労働者は，でシ，農村（郡市）および農村外（海外）での消費水準を選択し，上記（3）式  

で示す効用巧を最大化する。  

幣㌃附C′）＋丁釣（q）  

s．t．㌃ニq＋チ；Cノ＝丁ご方ご呵＋中ニ・町－〃ニ・  （4）  

晰は移動する前の職業の実質賃金率，呵は移動先の職業の実質賃金率，直は移動の費用とする。  

打‡f（0≦高≦1）は移動する前の職業での雇用確率，ホ（0≦汀㌔≦1）は移動先の職業での雇  

用確率を示す罰。ただし，農相労働市場は均衡していることを仮定するので汀β。＝1とする。   

この最適化問題におけるラグランジュ関数を「シ，予算制約式のラグランジュ乗数を人～とする  

と，1階の条件より，  

20 農村労働者が農村に留まる場合はよ＝α，ノ＝α，都市に移動する場合はオ＝α，ノ＝肌，海外に移動する場   

合は∫＝α，ノ＝／とし，都市労働者が都市に留まる場合はよ＝桝，十＝椚，海外に移動する場合はf＝別，ノ  

＝／と表記する。   
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＝Uj（Cj）－U［（Ci）・項砺－Cj一柵＋C，）＝O，   
叫  

＝丁世（C′卜現＝0， ∂C 
ac, 

塑＝仰ノ（打イ恒， ∂C 
′・  

（5a）  

（5b）  

（5c）  

生＝r 

ノ  
（方ユ町－C′一方湖＋Cノ）＋叫柵－C十宣＝0・  （5d）  

（5b）式および（5c）式より，亡〃（Ci＊）＝町（Cノ＊）＝Å～が得られる。これは移動する前と移動  

した後の最適な消費水準が消費の限界効用に等しくなる水準にそれぞれ決定されることを示してい  

る。  

（5）式から得られる1階の条件を仝微分することにより次式を得る。  

現車頼・ホ明一町叫イd町）  

0  

0  

－㌻仰叫＋ホ呵ト丁腑・叫＋坤町）  

α
1
一
1
 
0
 
 

■．ノ  

）
 
 

C
′
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0
 
（
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リ
 
 

ひ
 
■
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〇
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－
 
 

け
 
 
 

n
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n
U
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′
㌔
q
 
C
ノ
ガ
ノ
 
 

ー
α
 
d
 
d
．
．
α
 
 

ただし，α＝汀㌧昭一q一打上潮＋Cfとする。  

（6）式の解をクラメールの公式を用いて求め，他の条件を一定とすれば，各変数の符号は以下  

のように与えられる21。  

＝ 

＜0・  

＝れ  

＝ 

＜0・  

＝モー・  

＝ 

＞0・  

（7a）  

（7b）  

（7c）  

（7d）  

（7e）  

21（5b）式から得られる条件朽＝研（Cf）を（5a）式に代入して整理すると，  

坊（q）－抗（Cf）＝一亡〃’（C王）α．   

ここで，少なくとも坊（G）＞抗（C．）でなければ移動のインセンティブは働かないので，上式の左辺は正  

であることを仮定する。また亡〃，（C－）＜0であることから，α＞0が導き出せる。なおαは，  

α＝（再明－q）－（れ晰－Cゴ），   

と表すことができる。αが正であることは，移動先での貯蓄が移動する前の貯蓄を上回らない限り，移動  

のインセンティブは働かないことを示している。   
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これらの符号条件をもとに，TlおよびTlは最終的に晰，勒，汀′王，汀シおよび再を変数とする式  

に導くことができる。この労働者が農相（都市）で農業（非農業）に従事する期間（Tゴ∫）を鋸（・）  

の関数で表すと，  

rll＝鋸（晰；耶，汀7鼻，汀㌧，／∠シ）．  （8）   

これに対して，農相（都市）労働者が農村外（海外）で働く期間（rl）を勘（・）の関数で表すと，  

T㌧＝勘（呵；晰，汀－f，ホ，石）．  （9）   

各変数の符号については，∂βノ∂附＞0，∂鋸／∂汀f∫＞0，∂鋸／∂再＜0，∂βノ／∂晰＜0，∂βノ／  

∂汀∫∫＜0，∂勘／∂石＞0が（7）式から導き出されている。   

農村にはJの同質の労働者が存在するものとし，農相からの総移動者数を肱とする。ただし，  

肱は郡市の非農業部門に移動する労働者数〟珊♂と，海外に直接移動する労働者数〟㌔から構成さ  

れるものとする（肱≡〟明。＋〝㌔）。〃■桝αと〝左をそれぞれノ仇（・）の関数で表すと，  

〟川〟＝ノ仇（晰”；耽，打‘∫椚，／∠〟，柁），  

漉′＝肱（町；耽，朽，〟引．   

（10a）式を線形近似すると，  

1nM描a＝ao＋allnW”＋a21n耽＋a：iln7TLLm十a41n／ノa”l・  （11）  

1nは対数値を示し，aOは定数項，al，‥．，a′lはパラメーターである。パラメーターの符号は，a2＜0，  

勘＞0である。ただし，ハリス＝トダロー・モデルでは都市の非農業部門での期待所得（汀㌔朋㌦）  

が農相の農業部門での所得（耽）と均衡するまで移動が続くことを想定するので，al＞0，a3＞0  

を仮定する。   

叫方，都市や海外に移動せずに農相に留まることを選択した農村労働者の総数をエざ。とする（エ5。  

＝卜肱）22。農相における労働供給は次式のようにエざ。（・）の関数で表すことができる。  

（12）  エぶ〃＝エゴα（耽；裾川，町，が㌦，汀う，／∠〟勘 ′〃†）．   

各変数の符号は，∂エ5。／∂耽＞0，∂エ∫〟／∂〃〟椚＜0，∂エ∫。／∂〃シ＜0である。（11）式と同様にハリ  

ス＝トダロー・モデルの均衡式を基に，∂エg〝／∂帆王＜0，∂エぶ〝／∂I竹＜0，∂エ∫α／∂汀α椚＜0，∂エ∫。／  

∂汀†＜0を仮定する。   

海外での雇用確率（汀ン）については，出稼ぎ先が産油国であることから，次の2つの仮定が可  

能と考える。産油国での石油収入Orが増加すると雇用機会が創出されるので，出稼ぎ先の雇用確  

率は上昇するものとする。これに対して，出稼ぎによる外貨送金虎が増加することは，すでに多く  

22 エ㌦は都市に移動せずに農相に留まることを選択した労働者数エり′－αと，海外に移動せずに農相に留まった労   

働者数エ5・／ムから構成されるものと暗黙裡に想定している（エ5α…エ川〟十エぶ・ん）。   
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の労働者が出稼ぎに参加していることを示しており，海外での雇用確率は低下しているものとす  

る。つまり，産油国での雇用確率を汀ン＝方シ（Or；月）と内生化し，∂汀レ∂Or＞0，∂汀レ∂点＜  

0を仮定する。   

この仮定を取り込んだ上で（12）式を線形近似すると，  

lnLS。＝bo＋bllnl陥＋b21n帆＋b31n町＋b41n7ram  

＋b51nOr＋b61nR＋b71nFLam＋b81niL？，  （13）  

ただし，boは定数項，bl，…，b8はパラメーターである。パラメーターの符号は，bl＞0，b2＜0，b3  

＜0，h＜0，b5＜0，b6＞0，b7＜0，b8＜0となる。   

他方，都市には乃の同質の労働者が存在するものとし，都市から海外への移動者数を〟；打とする器。  

都市労働市場における労働供給をエ㌦（エざ用≡乃一肌）とし，その関数をエ㌦（・）で表すと，  

エ㌦＝エぶ桝（耶〝；勒，打才一‡川，汀J′ン，〃り．  （14）   

（14）式を（13）式と同様に汀りを内生化して線形式に近似すると，  

1nLSm＝CO＋clln帆＋c21n町＋c31n7rm，n＋cdnO，＋c5h成＋c61niLγ  （15）   

Coは定数項，Cl，‥．，C6はパラメーターである。パラメーターの符号は，Cl＞0，C3＞0，C6＜0であ  

り，C2＜0，以＜0，C5＞0を仮定する。  

4．3．農村および都市における労働需要   

農村には∬の同質な農家が，都市にはッの同質な企業が存在するものとする。個々の農家および  

企業は次のような生産関数／ト），g（・）で生産活動を行い，それぞれ完全競争的産業を構成するも  

のとする。簡単化のために，農村に企業は，都市に農家は存在しないものとする。  

yJ；。＝／（∬尤α，エJ｝〟，ダム，A力），九＝1，…，∬，  

y烏，”＝g（∬カ肌，エ㌦），ゐ＝1，‥．，γ．  

yんα，gノ∫。，エカα，〆｝，A力はそれぞれ，個々の農家における産出，資本ストック，労働投入，肥料投  

入，作付面積を，y㌦，属㌔りエ㌔はそれぞれ，個々の企業における産出，資本ストック，労働投入  

を示す別。なお，生産関数は1次同次性を満たすことを仮定する。   

農家および企業は生産物の市場価格と生産技術を所与とし，利潤を最大化する。労働需要関数は  

次式のように導出できる。  

エJ】〃＝エα（糀；∬ノ‡β，F力，Aり，ゐ＝1，‥リ∬，  （17a）  

23 肪－は都市在住の労働者〟左と農相出身の労働者〟んから構成されるものと暗黙裡に想定している（〟椚…   

肌＋〟ノ；，l）。  

24 農家と企業はそれぞれ均質の生産物を産出するものとし，産出は付加価値で測定する。労働は農家間，企   

業間でそれぞれ均質であると仮定するが，資本と農地は農家間，資本は企業間で異質である。   
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エ鳥肌＝エ朋（帆；茸烏Ⅲ），点＝1，…，γ，  （17b）  

ただし，航は農業実質賃金率，耶”は非農業実質賃金率を示す。   

労働力については農家間，企業間で均質であるので，個々の農家（京，企業b）の労働需要を  

それぞれ集計することによって総労働需要エ㌔，エ㌔を得る。一方，資本と農地については，農家  

間，企業間で均質ではないが，上記の諸仮定によって農家間，企業間で集計可能となるお。   

従って，集計レベルでの労働需要関数をそれぞれエ㌔（・），エ㌔（・）とすると，エd。＝エ㌔（耽；＆，  

ダ，A），エd桝＝エd桝（吼；凡才）が得られる。ただし，＆は農業部門の資本ストック総額，ダは肥料  

投入総量，Aは総作付面積，＆柁は非農業部門の資本ストック総額である。符号は，∂エな∂糀＜0，  

∂エdJ∂品＞0，∂エdJ∂F＞0，∂エdノ∂A＞0，∂エ㌔／∂吼＜0，∂エd刑／∂監＞0を仮定する。  

（17a）式および（17b）式をコブ・ダグラス塾生産関数で特定し，次式の線形近似した労働需要  

関数を得る。  

1nLda＝qo＋qlln耽＋q2lnKi十q31nF＋q4lnA，  

1nエd用＝ro＋rlln帆＋r21脇．  

qo，rOは定数項，ql，‥．，q4，rl，r2はパラメーターである。パラメーターの符号は，ql＜0，q2＞0，  

q3＞0，q4＞0，rl＜0，r2＞0となる。  

4．4．雇用確率の内生化と労働移動関数の誘導型   

労働移動関数は（11）式で定式化したが，重要な説明変数は非農業部門の雇用確率（オ㌦）であ  

る。HarrisandTbdaro（1970）における雇用確率の定義を用いると，7Ta刑は非農業部門の労働需要お  

よび供給関数によって内生化できる。つまり，エ〝を失業者数とすると雇用確率は打α桝＝エd，”／（エd椚十  

ん）と定義でき，分子は労働需要（エ㌔）であり，分母は労働供給（エざ，〃）に等しい。（18b）式および  

（15）式を用いて雇用確率を内生化すると，  

1n7Tam＝SO＋sllnWn＋s21n7rmm＋s31nRLt＋s4ln町＋s5lnO，＋s6lnR＋s71nFLり，（19）   

ただし，SOは定数項，Sl，…，S7はパラメーターを示し，SO＝rO－CO，Sl＝rl－Cl，S2＝－C3，S3＝r2，  

凱＝－C2，S5＝一朗，S6＝－C5，S7＝－伽である。  

（19）式を（11）式で定式化された労働移動関数に代入すると，次式の労働移動関数の誘導型を  

得る。  

lnMmo＝uo＋ulln糀十u21nW”＋u3ln7Tm弼＋u41Il凡”＋u51nl竹  

＋u61nOT＋u71nR＋u81nFlam＋u91nFL”ン．  （20）  

uoは定数項，ul，．．．，u9はパラメーターを示し，uO＝ao＋a3SO，ul＝a2，u2＝al＋a3Sl，u3＝a3S2，u4＝  

25 ミクロ生産関数の集計の問題については，佐藤（1975）を参照されたい。   
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a3S3，u5＝a3S4，u6＝a3S5，u7＝a3S6，u8＝a4，u9＝a3S7である。パラメーターの符号は，ul＜0，u3＜  

0，M＞0，u5＞0，u6＞0，u7＜0，u8＞0，u9＞0となる。   

次節では，農業部門の労働需要関数（（18a）式）と労働供給関数（（13）式），および労働移動関  

数（（11）式および（20）式）を推計し，実証分析を行う。  

5．モデルの推計結果  

5．1．データ   

本モデルの推計では，農業部門から非農業部門への移動労働者数（〝”。），農業部門の労働需要  

（エ㌔）と労働僕給（エざ。）が被説明変数である。まず，移動労働者数については，データが直接に得  

られないために，純移動労働者数の農業就業者数に対する比率を推計し，被説明変数とした茄。  

方，農業部門の労働市場は均衡しているものとし，その需要と供給関数の推計には就業者数のデー  

タを用いた。   

農業就業者数は，エジプト中央統計動員局発行の『統計年鑑1952－1974年』，1975年10月，『統  

計年鑑1952－1979年』，1980年6月，『統計年鑑1952－1990年』，1991年6月，『統計年鑑1952－  

1992年』，1993年6月，『統計年鑑1952－1997年』，1998年6月から収集した。   

説明変数として，第一に，農業部門と非農業部門の実質賃金率（耽，晰沌）が必要であり，名目  

賃金率を農産物，非農業製品の卸売物価指数（WPI）でそれぞれ実質化した。名目賃金率は上記の  

同じく統計年鑑から，WPIはエジプト国立銀行発行のぶco鋸仇fcβ〟〃df乃Jタ彷，励∂乃0肌五cβ〟〟虎f乃  

J躍，No．4，励0乃0椚fcβ〟〃如才乃J≦玖ヲ，No．1，2およびβco乃0肌ね月〟〃gめ7Jβ王道，No．3から得た。   

次に，非農業部門の雇用確率（汀α弼）については，（19）式の展開でも言及したように，非農業  

部門の就業者数に失業者数を加えた労働力人口に対する就業者数の比率で定義している。つまり，  

労働需要（エ㌔）には就業者数のデータを，労働供給（エ㌦）には就業者数に失業者数（ん‘）を加え  

た労働力人口を変数とした。非農業部門の就業者数は統計年鑑から，失業者数はILO（1981：  

315，1986：521，1994：489，1996：387）およびEトIssawy（1980：59）から収集した。   

一方，移動先の実質賃金（I竹）のデータについては，エジプト人の代表的な出稼ぎ先であるサ  

ウジアラビアの一人当たり国民所得（耶）と，エジプトの一人当たり国民所得（砺）との格差を  

変数に用いた（耶／l椛）。データの出所は，MF（1999：404－407，572－575，796－799）である。な  

お，産油国での雇用確率（汀㌢，汀，†）は（13式）で展開したように，産油国の石油収入（Or）と  

エジプトの外貨送金額（点）の関数であるとし，サウジアラビアの石油収入額とエジプトの外貨送  

26 純移動労働者数の推計には，Ahmed（1986：31）およびLarsonandMundlak（1997：300）の方法を参考に  

した。劇物拙をf－ノ期からJ期における純移動労働者数とすると，脾州＝エ抽－ノ）（J＋g（f））－エ諦）となる。   

ただし，エ山一J）は仁一J期における農業就業者数，g（′1は巨ノ期からf期における就業者全体の増加率，エ招）  

はf期における農業就業者数である。純移動労働者比率（刑抽）は，純移動労働者数（柳川））を農業就業   

者数（ん（f））で除した値である（刑抽＝脾〃（f此抽）。本稿では，削）には農相労働力人口の増加率を用い  

た。農相労働力人口のデータの出所は，国連食糧農業機関 任AO）のホーム・ページ＜http：仙川Ⅶ   

fao．org＞FAOStatisticalDatabase（Agricultureげopulatio吋Annual¶meSeries）である。   



120  

金額（対GDP比率）を用いて内生化した。石油収入額は，UNESCWA（1999：45－46），World  

Bank（1989：358－359，486－487），外貨送金額はWorldBank（1995：258－259）から得られた。   

他方，説明変数として，資本ストック（＆，凡‡），肥料投入量（ダ）および作付面積伍）が必要  

であった。肥料投入総量はmOのデータを用い，窒素・燐酸・カリウム肥料の合計投入量を用い  

た。資本投資額および作付面積の出所は統計年鑑であり，名目表示の資本投資額をGDPデフレー  

ター（1977年＝1．0）で実質化した。テフレーターは，IMF（1989：336－337）およびWorldBank  

（1976：90－91，1995：256－257）から得た。資本ストックの初期値（1960年）は，Hansen（1991b：  

43）の推計を基に減価償却率を10％と仮定し，各年の資本ストックを推計した。なお，非農業部門  

労働者の雇用確率（汀粥川），国内および国外の移動の費用（〃α川，〃㌢，〃”ン，）に関するデータは得  

られなかったので，推計作業では除外せざるを得なかった。  

5．2．推計結果   

農業部門の労働需要関数および労働供給関数の推計結果を表3に，労働移動関数の推計結果を表  

4に示している。推計期間はいずれも1970年から95年であり，最小二乗法（OLS）を適用した。た  

だし，労働移動関数の推計では，1970年と72年の純移動者数が負になり，対数変換できないために  

除外したので，自由度は24になっている。また，説明変数にはラグを一期とっている。農業部門の  

労働需要および僕給関数の推計では，需給の均衡が維持されているものと仮定し，推計式［2］お  

よび［4］では農業部門の実質賃金率を内生変数とする同時方程式体系によって二段階最小二乗法  

を用いて推計した。誤差項の系列相関については，D．W僅から5％水準で推計式［4］では確認  

されず，推計式［1］，［2］および［3］では不決定であった27。労働移動関数の資本ストノク成  

長率を除き変数は全て対数変換しているので，各説明変数の係数は被説明変数に対する弾性値を示  

している謂。以下では，推計式［2］，［4］，［5］および［6］の結果について分析することにす  

る。  

（1）農業部門の労働需要および労働供給関数の推計結果   

農業部門の労働需要関数の推計では，資本ストック，肥料投入および作付面積の係数の符号が理  

論モデルの仮定と一致しており，統計的に有意な結果を得ている（表3）。これらの符号は，資本  

ストックと作付面積の増大，肥料投入増によって労働需要は増加することを示している。つまり，  

農業機械や肥料の投入が労働を代替する展開は見られない。   

一方，労働供給関数の推計では，農業部門と非農業部門の実質賃金率の係数以外は，理論モデル  

27 労働移助関数の推計では，1970年と72年の被説明変数が村数変換できないために除外せざるを得なかった  

ので，データ・セットは時系列データとして扱っていない。従って，D．W統計量については分析していな  

い。  

281970年から95年において，対数変換した資本ストック実質値と外貨送金額（百万ドル）の間に高い相関   

（0．902）が確認された。これは外貨送金が非農業部門に投資され，資本ストック蓄積に貢献していると解   

釈できるが，実際の推計作業では外貨送金額との多重共線性の問題が生じる。この間題を避けるために，   

資本ストックは成長率（G艦〝）（′）＝1n［風，パ′）／‰（卜ノ）］），外貨送金額は対GDP比率にして労働移動関数を推  

計した。   
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表3 農業部門の労働需要および労働供給関数の推計結果  

係数推計値  

農業部門労働需要関数  農業部門労働供給関数  

推計式［1］  推計式［2］  推計式［3］  推計式［4］   

定数項  5．120＊＊＊  5．099＊＊＊  8．177＊＊＊  8．804＊＊＊  

（15．弘5）  （17．035）  （52．668）   （27．844）  

農業部門実質賃金率［ln耽］  0．035＊＊＊  0．045＊＊＊  －0．045＊  －0．212＊＊＊  

（2．156）  （2．256）  （－1．379）   （－2．690）  

非農業部門実質賃金率［1n肌．］  0．061＊＊＊  0．09＊＊＊  

（3．262）  （3．395）  

雇用確率［lnが椚］  －0．342＊＊  －0．372＊＊  

（－2．194）   （－1．836）  

資本ストック［1n＆］  0．069＊＊＊  0．069＊＊＊  

（3．910）  （4．282）  

肥料投入［1nF］  0．041＊＊＊  0．038＊＊＊  

（3．497）  （3．358）  

作付面積［1m4］  0．232＊＊＊  0．234＊＊＊  

（5．450）  （6．089）  

産油国所得格差［1n耶／耽］  －0．008  －0．028  

（′－0．464）   （－1．243）  

産油国石油収入［1nOr］  －0．003  【0．009  

（－0．183）   （－0．425）  

外貨送金額［1n尺］  0．020＊＊  0．039＊＊  

（1．497）  （2．076）   

標本数   26  26  26  26   

標準誤差   0．014  0．013  0．022  0．030   

決定係数   0．922  0．921  0．820．  0．650   

自由度修正済み決定係数   0．907  0．906  0．763  0．539   

ダービン・ワトソン統計量   1．224  1．299  1．370  2．092   

（注）かっこ内はt統計量を示す。  

＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ1％，5％，10％水準で統計的に有意であることを示す。  

推計式［2］および［4〕は，農業部門実質賃金率（耽）を内生変数とする同時方程式体系で推計した  

結果を示す。  

と整合的な符号の結果が得られている（表3）。   

まず，雇用確率の係数は負で統計的に有意である。係数の値は－0．372であるが，これは雇用確  

率が1％上昇すると，労働倶給が0．372％低下することを示している。つまり，非農業部門の雇用  

確率が上昇すると農業就業者の脱農が進み，農業部門の労働供給が低下する。   

第二に，外貨送金額の係数が正で有意である。本モデルでは多額の外貨送金が国内に流入してい  

ることは，すでに多くの労働者が出稼ぎに参加していることを示している。つまり，産油国の雇用  

確率は相対的に低下していると農業労働者は判断するため，出稼ぎ参加のインセンティブは低下  

し，国内の農業部門の労働供給庄が結果として高まる。また，送金投資は一方で資本ストックの蓄   
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積に貢献し，労働需要を増加させる。かくして，外貨送金の流入は農業の労働供給圧を結果として  

高め，労働移動を減速させる効果がある。   

第三に，産油国との所得格差および産油国の石油収入の係数は予想通り負であるが，統計的に有  

意ではない。得られた符号は，産油国の期待所得が上昇すると海外出稼ぎが進み，農業部門の労働  

倶給は減少する傾向があることを示している。ただし有意でないために，このモデルで海外出稼ぎ  

を説明する力は弱い。脱農をより説明する要因はしたがって，非農業部門の雇用確率に求められ  

る。   

これらの結果に対して，実質賃金率の係数は需要，供給関数ともに統計的に有意であるが，結果  

は予測と反村である。農業実質賃金率は1970年代から80年代半ばにかけて高騰しており，同推計期  

間中に非農業・農業部門間の貸金格差は縮小した（表1および表2）。資本ストック，作付面積お  

よび肥料投入の増大によって需要が増加する一方で，海外出稼ぎと非農業部門への流出によって労  

働供給は減少し，実質賃金率の上昇をもたらしているものと解釈できよう。   

以上の推計結果をまとめると，資本ストックの蓄積と肥料投入増は労働を代替せず，作付面積の  

拡大もあって労働需要は増加した。外貨送金は労働移動を減速させる効果があったが，海外出稼ぎ  

の直接・間接的影響によって農業労働供給は低下し，農村労働市場は次第に逼迫していった。その  

結果，農業実質賃金率は上昇し，非農業部門との賃金格差は縮小した。農業労働者は産油国を含む  

農村外での期待所得に引かれて脱農する傾向にあるが，より敏感に反応したのは非農業部門の雇用  

機会であったといえよう。  

（2）労働移動関数の推計結果   

労働移動関数の推計において係数の符号が理論モデルと一致しているのは，雇用確率，資本ス  

トック成長率，産油国石油収入および外貨送金額である（表4）。推計式［5］の結果が示すとお  

り，雇用確率の上昇が労働移動者比率を増加させる。有意水準が低いのは，失業があっても労働移  

動が継続するためであると思われる。つまり，雇用確率の上昇によって労働移動は誘発されるが，  

失業が生じても移動は継続する。   

雇用確率の上昇を通して労働移動を増加させる要因は，次の2つである。   

第一に，資本ストックの増大ほ非農業部門の労働需要を増加させ，雇用増をもたらす。ところ  

が，労働需要増によって雇用確率が上昇すると農業労働者が流入する。資本ストックの成長率の係  

数が正で有意であるが，これは資本ストック蓄積が進むにつれて労働移動が誘発されることを示し  

ている。   

第二に，産油国で莫大な石油収入があがると非農業部門の労働者が海外出稼ぎに参加するので，  

国内の労働供給は相対的に低下する。こうして雇用確率は上昇するが，今度はそこに生じる雇用機  

会を目指して農業労働者の流入が起こる。産油国の石油収入の係数が正で有意であるのはこのメカ  

ニズムによる。   

これに対して，外貨送金の符号は負で有意である。先に述べたように本モデルでは，外貨送金の  

増加は直接には出稼ぎ参加のインセンティブを低下させるものと促定する。海外出稼ぎが減少すれ   
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表4 労働移動関数の推計結果  

係数推計値  

推計式［5］推計式［6］   

定数項   －6．365＊ －6．040＊  

（－1．679） （一1．629）  

非農業部門実質賃金率［1n仲1，王（－1）］   －1．454＊＊＊ 一2．258＊＊＊  

（－2．916） （一4．518）  

産油国所得格差［ユn耶／耶（－1）］   －0．193  

（－0．632）  

農業部門実質賃金率［1n糀（－1）］   2．269＊＊＊ 2．903＊＊＊  

（2．862） （4．055）  

雇用確率［1n汀α…（－1）］   3．391＊  

（1．334）  

資本ストック成長率［G（風”）（十1）］   2．925＊＊  

（1．745）  

産油国石油収入［1nOr（－1）］   0．746＊＊  

（2．094）  

外貨送金額［1r戒ト1）］   －0．759＊＊＊  

（－2．664）  

標本数   24  24   

標準誤差   0．576  0．488   

決定係数   0．407  0．638   

自由度修正済み決定係数   0．318  0．510   

ダービン・ワトソン統計量   1．947  2．683  

（注）かっこ内はt統計量を示す。  

＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ1％，5％，10％水準で統計的に有意であることを示す。  

ば，国内の労働移動も減速する。また，送金投資は農業の労働需要を増加させる面もある。送金投  

資は間接的には非農業部門の資本者積にも貢献し，雇用増をもたらすが，符号の推計結果は負であ  

る。つまり，外貨送金の流入は直接的には労働移動を減速させる効果を強く及ぼした。   

他方，農業部門の実質賃金率の符号は予想と異なるが有意である。また，非農業部門実質賃金率  

の係数の符号は予め仮定しなかったが，負で有意との結果を得ている。これらの結果は農業部門の  

労働供給関数の推計と整合的である。すなわち，海外出稼ぎの直擢・間接的影響によって労働移動  

は加速化し，結果として農業部門実質賃金率の上昇と非農業部門実質賃金率の低下が引き起こされ  

たと解釈できる。つまり，移動の意思決定に大きな影響を及ぼしているのは，賃金格差そのものよ  

りも雇用機会の増加であるといえよう。   

これらの推計結果から，1970年から95年におけるエジプトでは，産油国での雇用増に対して直接  

的には農業部門と非農業部門の労働者の海外出稼ぎが，間接的には農業労働者の非農業部門への移  

動が誘発された。特に，農業▲非農業部門間の労働移動では，産油国の雇用機会の拡大に伴い国内  

の雇用確率が上昇するというプル要因の説明力が高い。一方，産油国の出稼ぎで賄われた外貨は，  

労働需要面では非農業部門の資本ストック蓄積に貢献し，労働需要を増加させたが，労働倶絵画で   
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は産油国での雇用確率を低下させ，農業労働力の流出を減速させる効果があった。   

しかし，産油国における膨大な雇用の創出は，国内労働者の海外出稼ぎと農業労働力の非農業部  

門への流人を加速化させ，結果として供給過剰をもたらした。非農業・農業部門間の賃金格差は，  

非農業部門労働者の産油国への出稼ぎと，それに誘発された農業労働者の非農業部門への流入に  

よって圧縮されていると解釈できよう。  

6．考察   

二度の石油危機によってペルシャ湾岸や北アフリカの産油国において労働需要が急増したこと  

は，過剰労働者を擁するエジプト労働市場と個々の労働者の行動に大きな変化を及ぼすものであっ  

た。エジプト政府は海外出稼ぎを奨励し，労働過剰状態の改善を試みたが，国内全体としての労働  

力の流動性は高まり，都市を中心に失業と低位雇用は増加し続けた。本稿は，1970年代以降のエジ  

プト労働移動を分析対象とし，海外出稼ぎの直接・間接的影響によって農業・非農業部門間の労働  

移動が加速化されるメカニズム，並びに農村の雇用吸収力が高まるメカニズムを分析したもので  

あった。   

本稿における実証分析によれば，エジプトの農業労働者は雇用確率に敏感に反応しており，1970  

年代以降の労働移動は石油価格の上昇によってペルシャ湾岸や北アフリカの産油国において膨大な  

石油収入が産み出され，エジプト人の労働需要が急増したことに起因する。また，農業労働者は，  

産油匝＝二直接出稼ぎに行く，都市の非農業部門の労働者が出稼ぎに参加するのに伴い都市に移動す  

る，外貨送金投資による非農業部門の雇用増に村して移動する，という3つの形態でその移動を加  

速化させた。   

しかし，産油国における労働需要増は非農業部門の労働供給を相対的に低下させる一方で，出稼  

ぎ労働者の稼いだ外貨は非農業需要を増加させ，雇用確率を上昇させた。このように産油国での雇  

用増の直接・間接的影響は，農村労働者に大きな脱農のインセンティブを与え，彼らが抱く期待所  

得水準を引き上げ，失業と低位雇用を労働供給の面から増加させる結果になった（衷3および表  

4）。これは，全体の失業率を引き下げるべく海外出稼ぎを奨励したが，労働移動は加速化され，  

かえって都市を中心に失業は増加する結果となった，すなわち「トダローの逆説」に類似する結果  

がもたらされたことを示している。   

ところがエジプトでは，農相労働者は一連飛びに産油国へ行くことも可能であり，事実多くの農  

相労働者が直接出稼ぎに参加した。この形態の出稼ぎを支えたのは，農相と出稼ぎ先を繋ぐイン  

フォーマル・ネットワークであった。郡市を経ずに海外出稼ぎが可能であったため，産油国の高い  

期待所得は，郡市への移動インセンティブを相対的に低下させるよう機能した。また，農相・海外  

間の労働者の行き来が盛んであったので，郡市を経由する必要性はなく，送金投資とそれによる雇  

用創出も農相内で多く見られた。実際に，出稼ぎ労働者の外貨送金によって賄われた投資は，都市  

だけでなく農相でも建設業，小規模産業やサービス業の成長を誘発し，非農業部門の労働需要の急  

増をもたらした。   
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また，1980年代半ばには石油価格の低迷に伴って産油国から多くの労働者が帰還したが，農相か  

らの出稼ぎ参加者は農業部門に再吸収された。1980年代後半から90年代にかけて，送金投資の効果  

もあって農業投資は拡充したが，それは農地の新規開墾や作付面積の拡大，それに伴う潅漑設備の  

整備というかたちで実現された。また，肥料投入量の増加，高収量品種の普及もあって農業の労働  

集約的性向は回復を見せた（表2）。更に同時期に，農業機械，燃料等の投入財に対する補助金が  

廃止されたために，投入要素の価格は上昇し，費用のかかる広範な機械化を進めるインセンティブ  

が低下したことも農業の労働集約的性向を維持させる要因であった。   

かくして，海外出稼ぎは農業・非農業間の労働移動を加速化させたが，農相労働市場の雇用吸収  

力を高め，結果として都市化を減速させるよう機能する側面もあった。ただし，エジプトの農業労  

働者は出稼ぎ先の雇用増と外貨送金投資による非農業部門の雇用拡大に敏感に反応する（表4）。  

上述のように海外出稼ぎは農村労働市場の雇用吸収力を高め，労働移動を減速させる効果があった  

が，移動のインセンティブはきわめて大きかった。エジプトでは1970年代半ば以降，失策と低位雇  

用が増加するにも関わらず労働移動が継続したが，その要因は海外出稼ぎの直接・間接的影響に  

よって非農業部門の雇用増を上回る移動が誘発されたことであるといえるだろう。  
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